平成３０年度　大阪府同和問題解決推進審議会議事概要
１　開催日時　平成３０年４月２３日（金）　午後２時～午後４時

２　開催場所　大阪商工会議所　４階　４０１号会議室

３　出席委員

　　　　１号委員　

金城　克典

いらはら　勉

杉本　太平
大山　明彦

　　　　２号委員

　　　　　　　　　五百住　満

長尾　彰夫

中川　喜代子
西田　芳正

三浦　耕吉郎

　　　　３号委員

　　　　　　　　　赤井　隆史

　　　　　　　　　阪本　孝義

谷口　正暁

　　　　　　　　　中野　由雄

田村　賢一

　　　　４号委員

　　　　　　　　　福岡　洋一

４　議事次第
　（１）　開　会

　　（２）　議　事

　　　　　　　議　題　　同和問題に関する人権相談及び人権啓発にかかる取組み

　　（３）　閉　会
５　議事録（要旨）
※発言者の記載については、次のとおり。

○：委員、●：事務局　
（事務局（人権局）から、資料１から６に沿って、同和問題をめぐる状況と大阪府の取組みを説明）

●事務局　資料１「同和問題をめぐる状況と大阪府の取組み」をご覧いただきたい。

　本日ご審議いただきたい論点を整理し、資料１にお示ししている。

「１　同和問題をめぐる状況」

　３３年間にわたり同和対策事業を実施し、かつての同和地区の劣悪な状況は大きく改善し、特別対策終了後は、広く行政上の課題を有する人を対象とする一般施策により、同和問題の解決に向け取り組んできた。

　一昨年１２月には部落差別解消推進法が施行され、現在もなお部落差別が存在すること、情報化の進展に伴い、部落差別に関する状況の変化が生じていることが明記されるとともに、地方公共団体の責務として、相談体制の充実、教育及び啓発、国が実施する実態調査への協力が規定された。

「２　大阪府の取組み」

　人権相談、人材養成、人権啓発の取組みを、それぞれ独立した取組みではなく、相互に関連する三位一体の取組みとして捉え、大阪府と市町村が連携しながら施策を展開している。

「３　本日の審議内容」

　法律の第３条で、「国は、地方公共団体が講ずる部落差別の解消に関する施策を推進するために必要な情報の提供、指導及び助言を行う責務を有する」とされているため、その内容をもとにご審議いただくことを考えていたが、現在までのところ、この法律の運用方針や具体的な施策の内容について国から特に示されたものはない。

　このため、本日は、現在、大阪府が取り組んでいる相談体制の整備や人権啓発の施策についての説明を行い、どのような工夫・改善が求められているのかといった点を中心にご審議いただくこととした。

　具体的には、人権相談については、国や市町村が人権相談に取り組んでいる中、大阪府はどのような役割を果たしていくのか。また、人権啓発については、国から人権啓発事業を進めるため人権啓発活動地方委託費が交付されているが、交付される委託費が減少傾向にあり、限られた予算のもと、効果的に啓発を行うための有効な手法とは何かといったことを中心にご審議いただきたい。

　続いて、資料２「人権相談、人材養成、人権啓発の三位一体の取組み」をご覧いただきたい。

・人権相談の取組みについて

　大阪府では、市町村が実施する相談事業を支援するため、総合相談事業交付金を交付している。府民の課題解決を支援するためには、身近で地域の実情に沿った相談事業が実施されることが重要であるため、大阪府が細かく補助要件を定める補助金による支援ではなく、市町村の裁量による自主的な取組みを促すため、交付金による支援を行っている。

　また、委託事業として、多様な人権課題に対応する大阪府人権相談窓口を開設し、市町村では対応困難な広域的な事案や専門性の高い事案に対応するとともに、市町村の相談事業をサポートするための助言を行うほか、大阪府内の人権相談機関のネットワークの連携強化を図っている。

・人材養成の取組みについて

　委託事業により人材養成事業を実施し、市町村やＮＰＯなどにおいて人権相談業務に従事する相談員や、人権啓発に従事する人権啓発ファシリテーターなどの人材を養成するため、必要な知識の習得やスキルアップを図るための講座を年間通じて開催し、人材の育成に努めている。

・人権啓発の取組みについて

　人権問題について深く理解し、人権尊重の精神を身につけて日常生活や職場等において実践することができるよう、人権啓発事業を実施している。また、結婚差別や就職差別などの部落差別事象につながるおそれのある個人に対する調査や土地に対する調査を規制することなどを目的とした大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例を運用し、周知・啓発に努めている。

　さらに、人権尊重への理解を深めるに当たり、地域において教育・啓発が行われることが重要であることから、市町村が実施する人権啓発事業を支援するために、委託事業により人権啓発支援事業を実施している。具体的には、市町村に人権啓発アドバイザーを派遣するほか、イベントなどの人権関連情報の提供や講師の紹介などを行っている。

・三位一体の考え方について

　資料下段の概念図で、人権相談、人権啓発、人材養成の取組みの関連性を示している。人権相談と人権啓発の関連性については、人権相談に寄せられる現場の生の声を踏まえ、人権啓発に係るテーマの設定や内容などに反映させていくこととしている。人権相談と人材養成の関連性については、具体的な人権相談の蓄積を人材養成の人権総合講座の内容などに活かして、相談員のスキルアップを図ることとしている。人権啓発と人材養成の関連性については、より充実した人権啓発の取組みを進める上で必要とされる講師の養成や活用を図るため、啓発事業に係る情報を収集し、人権総合講座の内容に活かしていくこととしている。

　大阪府では、こうした人権相談、人材養成、人権啓発の取組みについては民間の知識やノウハウを活用するため、企画提案公募を行った上で受託事業者を決定しているが、三位一体的に推進していく観点から、これら３つの取組みを１つの人権相談・啓発等事業として委託している。

　平成３０年度は、相談事業については、市町村に総合相談事業交付金２億６,２９０万円を交付することとしており、また、委託事業として実施している人材養成事業、人権啓発支援事業については、事業費２,３１５万円を大阪府と市町村がそれぞれ２分の１ずつ負担するなど、市町村と協働・連携して取り組むことにより、効果的・効率的な事業展開を行うこととしている。

　資料３「大阪府における人権相談の取組み」をご覧いただきたい。大きく３つの柱で取り組んでいる。

　１つ目の柱は、相談窓口の整備。

　資料では、平成２９年４月から９月までの相談実績をお示ししているが、平成２９年度の相談実績がまとまったため、ご紹介させていただく。

　相談の実件数は６０４件で、そのうち同和問題に関する相談は２９件であった。なお、平成２６年度から２８年度までの過去３カ年の相談の実件数と、そのうち同和問題に関する相談件数を表にまとめ、参考にお示ししている。

　また、人権課題別に集中月間を設けて相談に対応するとともに、来所が困難な方については出張相談を実施している。出張相談の２９年度の実績は２９件で、そのうち同和問題に関する相談は３件となっている。

　また、法的な問題などの専門的な相談については、弁護士などと連携しながら、相談を支援する取組みを行っている。平成２９年度の専門家と連携した相談の実績は、合わせて３１件で、同和問題に関する案件は０件だった。

　同和問題に関する相談の事例としては、結婚を考えている相手がいわゆる同和地区に住んでおり、自分の両親に結婚について話をした際に、相手との結婚には反対しないが、結婚後は今のところ以外の地域に住んでほしいと言われて、どうすべきか悩んでいるというものがあった。まずは、結婚を考えている相手の気持ちあるいは考え方をじっくり聞き、２人でよく話し合うようにとの助言を行ったところである。

　また、相談を受けている市町村から、その対応について大阪府に助言を求められた事案は、就職活動中の大学生の親から、いわゆる同和地区出身であることを子どもには伝えていないが、なかなか採用に至らないのはそのことが影響しているのではないかと思い、企業に不採用の理由を聞けないかという相談であった。市町村からは、企業において公正な採用選考が行われておれば不採用の理由と出身地との因果関係はないということを説明するつもりであるが、そのほかにアドバイスがあれば教えてほしいといったものであった。市町村に対しては、説明する際、相談者に寄り添って、不安をやわらげるような丁寧な説明を心がけるよう助言を行ったところである。

　次に、２つ目の柱は、市町村が実施する人権相談事業に対する支援。総合相談事業交付金の交付に当たっては、各市町村の相談件数やその対応内容、創意工夫の取組み実績などに応じて配分するなど、市町村の効果的・効率的な取組みを促すこととしている。

　また、市町村の相談窓口から助言を求められた場合に、ケース会議に参画するなどのサポートを行っている。

　平成２９年度の市町村へのサポートを行った実績は、トータルで７８件で、そのうち同和問題に関するサポートの件数は１６件となっている。

　３つ目の柱は、人権相談機関ネットワークの連携強化を図っている。

　現在、ネットワークには２８９の機関が加盟しており、寄せられた人権相談を集約し、それを題材とする相談事例研究会の開催、また、相談員の経験交流、情報交換、スキルアップを目的にフォーラムを開催するなどの取組みを行っている。

　続いて、資料の４「大阪府における人材養成の取組み」をご覧いただきたい。大きく２つの柱で取り組んでいる。

　１つ目の柱は、人権相談の相談員あるいは人権啓発ファシリテーターなどを対象とした人権総合講座を開講している。前期の講座は、基礎的な内容で初任者向けのコース、後期の講座は、専門的な内容で経験者向けのコースを設定しており、平成２９年度の開講講座は１２０講座であった。そのうち、同和問題に関する講座は４講座開講である。

　２つ目の柱として、人権擁護士の養成、活動支援を行っている。

　大阪府独自の取組みとして、平成１９年度から人権擁護士を養成しており、平成２９年度末現在、登録者１５４名となっている。また、人権擁護士の活動を支援するため、人権擁護士連絡会を年２回開催している。

　人権擁護士は、市町村あるいは事業所等に所属し、複雑、困難な相談事例の原因や背景の分析を行い、適切な専門機関につなぐなどの役割を担うほか、相談員のサポートや指導、心のケアを行っている。

　続いて、資料５「大阪府における人権啓発の取組み」をご覧いただきたい。大きく２つの柱で取り組んでいる。

　１つ目の柱は、参加・体験型の学習機会の充実、研修内容の充実を主眼とした人権啓発の推進。

　府民の身近なところで参加・体験型の人権研修が実施される環境を整備するため、市町村と連携して出前講座を開講している。平成２９年度は府内６市町村で開催し、そのうち同和問題をテーマに実施した出前講座は１市町村であった。平成２９年度に６市町村で開講したことにより、これまでに大阪府内の全ての市町村で出前講座が実施されたことになる。

　次に、府内公立、私立合わせて全ての小学校、中学校、支援学校の小中学部の児童生徒を対象に、人権啓発に係る詩や読書感想文を募集し、入選作品の表彰を行っている。平成２９年度には、前年度の応募７０９点を上回る９２３点の応募があり、２６点を入選作品として表彰した。

　また、就職差別の撤廃、公正な採用選考に向けた啓発の取組み、宅地建物取引の場における人権問題の解決に向けた啓発の取組みのほか、大阪府職員、教職員、警察職員に対する人権研修を実施するとともに、福祉・医療関係者等において人権研修の促進が図られるよう支援を行っている。

　２つ目の柱は、人権啓発に関する情報収集・提供機能の充実。

　市町村が人権啓発事業を企画立案する際の相談に対応するアドバイザーを派遣する支援を行っている。平成２９年度に市町村にアドバイザーの派遣による助言等を行った実績は、延べ２７０件、そのうち同和問題の啓発事業に関する助言は４１件であった。

　また、大阪府内外の人権啓発のイベントなど、人権啓発に関連する情報を市町村に提供するため、メールマガジンを月２回発行するとともに、人権関連の講演会などで活用可能な近畿在住者を中心とする講師リストを作成し、市町村のニーズに対応した講師の紹介を行っている。平成２９年度作成分の講師リストの延べ掲載人数は２６８人で、そのうち同和問題に係る講師は２０人となっている。

　そのほか、人権問題の入門書として、さまざまな人権問題に関する大阪府の取組みなどをわかりやすく解説した「人権情報ガイド　ゆまにてなにわ」、人権に関する地域の自主的な活動を広報する「人権情報誌　そうぞう」、大阪府のホームページを活用して啓発を実施している。

　続いて、資料６「大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例の運用及び周知・啓発」をご覧いただきたい。

・条例の概要等

　条例の目的は、同和地区に居住していることなどを理由に、結婚差別、就職差別等の差別事象を引き起こすおそれのある個人及び土地に関する事項の調査、報告等の行為の規制等に関し必要な事項を定め、部落差別事象の発生を防止することである。

　次に、本条例の遵守事項は、興信所・探偵社業者に対しては、特定の個人またはその親族の現在または過去の居住地が同和地区にあるかないかについて調査し、または報告しないこと。土地調査等を行う者に対しては、調査または報告の対象となる土地及びその周辺の地域に同和地区があるかないかについて調査し、または報告しないこと。さらに、興信所・探偵社業者及び土地調査等を行う者の双方に対して、同和地区の所在地の一覧表等の提供及び特定の場所または地域が同和地区にあることの教示をしないことを遵守事項として定めている。

　また、条例で、興信所・探偵社業を営もうとする者に対し、知事への届出を義務づけており、知事への届出の受理の際に、興信所・探偵社業者に対し、条例の概要、留意点などをリーフレットを用いて説明している。

・条例の周知・啓発の取組み

　大阪府主催の人権研修会や宅地建物取引業者の法定講習会等でリーフレットなどの資料を活用し啓発を行うとともに、府政だよりをはじめ、ホームページを活用して広報を行っている。

　また、毎年１０月を条例啓発推進月間と定め、府民、事業者等への説明会の実施や、大阪府内の約３８０の駅において普及啓発用ポスターを掲示するほか、市町村の広報紙や協力団体の会報などに掲載を依頼するなど、集中的に条例の周知・啓発に取り組んでいる。

　このほか、スーパー銭湯の中にある大型テレビのバナー広告や大阪府のホームページのトップの画面にトピックスとして取り上げるなどの取組みを行っており、今後とも工夫を凝らして、本条例の周知・啓発に努めていく。

　説明は以上である。

（委員からの質問、意見等）

○Ａ委員　この審議会が相当長い間開かれていなかったということと、部落差別解消推進法ができて初めての審議会にも関わらず、この法律に関する具体化については今まだ大阪府としては進んでいないという報告だったことの２点について、大阪府に対して残念と申し上げたい。

　この審議会は、国よりも先んじて同和問題の解決に取り組んできた。

　全国的に見ても、この部落差別解消推進法を受けて、条例を策定した自治体も存在し、基本計画だとか実施計画だとかさまざまな創意工夫がなされている事例が、私の知っている範囲でもいくつかある。その辺の情報は収集をして、この審議会に報告をしてしかりだと思うので、苦言を呈したいと思う。

　人権相談とか人権啓発の報告については非常に努力いただいているが、人権全般の話で、同和問題に特化した相談や啓発になっていない。相談やさまざまな地域課題、社会的課題をその地域で受けとめようということが一部改正された社会福祉法の中に出てくる。厚生労働省は、法律に基づく地域住民等に隣保館が位置づくといっているので、大阪にある隣保館でどんな総合相談事業がやられているか、相談の件数やどんな対応をしてきたのかは、今日の資料に出てくるべきである。総合相談事業としてこのような形で全体を集約されているのは、今まで果たしてきた同和行政の役割からいったら非常に残念である。

○Ｂ委員　部落差別の解消の推進に関する法律の附帯決議の中で、民間運動団体の行き過ぎた言動等、部落差別の解消を阻害していた要因を踏まえること、それから、当該教育及び啓発、実態調査によって新たな差別を生むことがないように留意しつつ、それが真に部落差別の解消に資するものとなるよう、その内容、手法について慎重に検討することと述べられている。

　かつて府同促方式による窓口一本化行政によって、同じ地域に暮らす住民であっても、個人給付を受けられない、保育所にも入れない、住宅にも入れない、全ての施策から一方的に排除される、住民の間にこういう差別が持ち込まれた。

　府同促方式は大阪府が主導してきたという事実、こうした過去の反省の上に立って、大阪府が今後の部落差別の解消の推進の施策を行っていくと理解してもいいのかを伺いたい。

●事務局　大阪府としては、部落差別解消推進法、大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例に基づき、施策を実施したいと考えている。

○Ｃ委員　まず、部落問題学習について、この間、少し取組みが弱くなっていると思う。「平成２７年度人権問題に関する府民意識調査」の人権問題の認知度の資料を見ると、とりわけ２０歳代は、１５項目あるうち、１０項目については高い認知度だが、同和問題のところを見ると、５６.６％である。同和問題について、一番高い認知度を示している５０歳代は、８３.７％で、平均は７４.２％である。２８ポイント低い状況があるわけで、つまり、２０歳代の数値は、２００２年に法律が切れて、学校における人権全体の学習はそれなりに進んだかもしれないが、部落問題に関する学習が大分弱った結果だと着目しなければいけないと思う。

　そういう意味において、小中高における同和教育の立て直しが必要なのではないかと考えており、法律では、教育・啓発の充実とされているが、総論的にはこの審議会でとりあげる必要があると思う。

　それから、今の同和地区の実態調査が必要だと考える。大阪府下の同和地区のほとんどは劣悪な住居が多かったが、同和対策事業を活用して中層住宅を建設して住環境の整備を行ってきた。これが大阪市を含めたら約５万戸ぐらいある。狭いながらも、衛生面においては非常にいい状況の中の３０平米強ぐらいの中層の住宅という状況ができ上がっていった。

　しかし、入居者の貧困の問題、生活の問題にかかわる課題がどれほど前進したかを考えるとき、公営住宅に入居している同和地区の方たちの所得は、行政が家賃を決定するため把握しているので、その全体を大阪府に一度集約していただきたいと思う。同和地区だけではなく、大阪府下の公営住宅、府営住宅では、生活保護水準以下である収入分位１の割合も非常に高い。以前、大阪府のデータを教えてもらったときは、府下平均が８０％と聞いた。収入分位２を入れたら９０％で、貧困の問題が公営住宅に集中し、同和地区においても、さらにちょっと高いぐらいの割合になっている。

　こういう状況の中で、子どもの育つ権利や生活の問題やひとり親家庭率の問題など、さまざまな問題があり、ほんとうに部落問題が解決したのか考えるときに、実態を把握するというところがスタートになるべきだと思う。そういうことを丁寧にしながら、どんな取組みが必要なのか検討されなければならないと思う。

　また、部落問題と直接関係ないが、約２０年前に、小学校１年の子どもたちの授業が成立しないということが社会問題になった。どこで発生したかといえば大阪である。その根底には、経済的に厳しい家庭が多く、そうした家庭の子どもは学力の獲得がなかなかできない、基本的生活習慣の問題、ひとり親家庭率が高い等の問題があったのに、しっかり押さえて教訓化できていなかったと思う。

　やはり環境がものすごく大切であり、法律を契機にして、今日的な状況として把握することが必要だと思う。

○Ｄ委員　２点ある。まず１点目として、全国的にこの法律を受けてどんな取組みが行われているのか、大阪府下でどのような動きがあるのか、また、大阪府としてどう考えているのか教えていただきたい。

●事務局　今つかんでいる状況をご説明すると、兵庫県のたつの市で部落差別の解消に向けた基本計画を策定し、審議会を設置するという条例が、本年４月１日施行された。大阪府内では羽曳野市で、人権施策審議会で法律を受け同じような計画を羽曳野市としてつくっていかなくてはならないというような内容であった。その２つ以外は、つかんでおらず、都道府県での動きは、今のところ聞いていない。また、現在、大阪府では、この法律の中で地方公共団体の責務としてあがっている相談体制の充実と教育・啓発については、法律ができる以前から大阪府として人権施策の位置づけで取り組んできており、同和問題、部落差別解消の問題に特化した取組みでいえば、規制条例を昭和６０年以降制定、運用しており、法律を受けて、新たな取組みの議論までいっていない状況である。

○Ｄ委員　法律には、国と地方の役割を明確にするというようなことが書かれてあるわけで、都道府県の責務もあると思うが、法律を契機に、それぞれの役割分担を明確にする上で基本計画をつくる考えは現状ないということか。

●事務局　今のところ、その考えはありません。

○Ｄ委員　もう１つ。三位一体の取組みは、これはこれで意味があると思うが、同和地区の公営住宅で、貧困や子どもの学力の問題があるわけだから、大阪府としてもしっかりと実態を把握すべきだ。これは、相談と啓発だけで解決する問題ではない。

　その上で、同和対策事業でできた住宅も老朽化しており、建替え時期にも入っていることから、大阪府がまちづくりや子どもたちの学力、貧困の問題について積極的にかかわり、しっかりと役割、責務を果たすべきだと思う。

○Ｅ委員　法律に必要な教育及び啓発の２つセットで明記されているにもかかわらず、ここでは啓発にスポットが当てられているところに違和感を感じた。

　豊中市が実施した市民意識調査結果では、同和地区に関する明らかに差別的なメッセージを聞いたという人が半数以上あり、２０代でも４割超えている。それに対して、そのとおりと思ったという人が１０％あり、２０代が１６％であった。同時に、学校教育で同和問題を教わったという回答は、３０代、４０代は８割であったが、１０代は４分の１の２７％で、今や学校では教えられていないということである。

　だから、日常のインフォーマルな関係で、あるいはインターネットによって差別的な情報が伝わっている。若い世代については公式のルートで部落差別についてのメッセージがほとんど伝わらなくなりつつある危機的な状況を踏まえ、教育・啓発の課題について、まだベテラン教職員に経験や知識があるのでそれを継承する必要がある。

　現在もなお部落差別が存在するという法律の第１条の文言は確かにそのとおりで、教育を大きな柱とするべきではないか。また、実態調査を何らかの形で考えるべきではないか。

　それから、大阪府の平成２７年度の府民意識調査について、「問１１－１最近５年間に身近で見聞きした人権問題（１つ選択）」という設問だが、これでは豊中市のような実態はなかなか浮かび上がらないのではないか。

　大阪府として、府内のいろんな自治体で実施されている実態把握あるいは取組みについて集約すべきではないか。

　

○Ｆ委員　まず、法律に関して、運動体や地元、大阪府や地方自治体から国に具体的に要望しないと、国は動かない。今、国で考えている実態調査は意識調査だけだそうである。法務省の管轄の公益財団法人人権教育啓発推進センターで調査について考えているそうだが、調査の専門家はいないと思うので、あまり当てにならない。

　それから、もう１つ、公営住宅と貧困の問題について。平成２７年に大阪府が行った調査のときに、同和地区と非常に似通った現象を提供しているのは大半が公営住宅であった。同和地区も含めて、公営住宅の住民には課題を抱えた方が多いので、資料１に書いているように、課題を抱えている地域に対する一般施策として大阪府は積極的に取り組んでいただきたい。

　子どもの貧困の問題が、今、非常に話題になっている。かつて言われた学級崩壊が大阪府から始まったということも含め、やはり貧困と子どもの教育とは非常に大きく関係しているので、例えば実態調査をやるときには、国が平成５年にやった全国的な調査ではなくて、それぞれ課題を持っている地域が主体的に問題を提起できるような実態調査を行い、そういう実態調査の結果をもって、国や府がどう取り組むかという方向に持っていったほうがいい。以前、国がやったような全般的な調査では問題は出てこないと思う。

　それから、もう１つは、同和問題が解決したというのはどういうことをいうのか、この時点で基本的なところを議論して検討するべきである。差別が一件もなくならないと同和問題は解決しないのか、どういうところになれば同和問題は解決したのかという、はっきりしたイメージを持たないといけない思う。

　その場合、いわゆる同和地区の内外を問わず、心のバリアーも全部外して、一緒にやっていけるようになるのが１つの形態だと思っており、隣保館がもっと積極的な役割を果たすように、大阪府として強くサポートしていただきたいと思う。

　それから、啓発に関連して、かつては学校で教わったという人が非常に多かった。今の若者はほとんど習っていないというよりも、同和問題や人権問題を教える教師がいない。啓発を考える場合には、やはり年齢別の啓発のプログラムをつくらなくてはいけないのではないか。それから、インターネット等を通じて出てきている新たな形態の差別に対する客観的な情報を提供すべき、単なる差別はいけませんよではなく、きちんとテーマを決めて、ポイント、焦点を当てて啓発をするべきではないか。

○Ｂ委員　この審議会で同和地区が当然のようにあるかのような議論は、ほぼ終了したと思っている。だから、部落差別が解決した状態は何かというのをもっとしっかりと議論をしていけたらいいと思う。「人権相談、人材養成、人権啓発の三位一体の取組み」は先ほど申し上げたように、かつての府同促、地区協方式のそのシステムがそのまま残っている。委託事業や、府と市町村の分担金で事業を行うのも同じやり方で、まず、そういう特別対策的なやり方を改めるべきだ。市町村はそれぞれ相談窓口を持ち、大阪府は大阪府の相談窓口を持ち、それぞれが人権相談、人権啓発の事業を行えばいい。情報交換が必要であれば大阪府と市町村が情報交換すればいいと思う。

　それから、総合相談事業交付金は、これもかつての同和対策の形を変えた特別対策である。こういう事業を残しているから、部落問題の解決になかなかたどり着けないと思う。

　もう一つ、人権総合講座が、年間で１２０講座、うち同和問題に関するものは４講座であるが、その講座で講義をしている人たちは特定の立場の人たちである。こういうやり方でほんとうに部落問題についての正しい理解ができるのかと思う。

　大阪府が委託事業をするのであれば、どのように公平性や中立性を保障するのか。同和問題で何を啓発するのか。その啓発によって、部落問題に対するゆがんだ認識とか新たな差別意識を生んでいないかということをきっちり検証してほしいと思う。

　同和問題に特化したことではなくて、府民全体の人権を尊重する全般的な施策をどんどん進めていき、同和問題にかかわるところはだんだん縮小していったらいいと思うが、大阪府はどのように考えておられるのか伺いたい。

●事務局　講座の内容については、受託者において、受講者のニーズやアンケートの結果を踏まえ、カリキュラムであるとか講師などを検討し、府と協議して決定している。

　それから、受託者は中立公正な選定委員会を設置し、プロポーザル方式により委託事業者の選定を行っている。

○Ｇ委員　府同促方式がどうとか、相談窓口がどうというのは済んだ話であって、これからを考えないといけないと思う。

　実態調査に関して言えば、ぜひ生活の実態調査をやっていただきたい。私の住んでいる市では、同和対策事業で整備された住宅が、現在、建替えができずにそのままになっている。公営住宅法の入居資格が適用され低所得者である必要があるが、以前のように同和地区出身者である必要はない。低額所得者の方が集まらざるをえない状況になっている。

　少子高齢の時代の中で高齢の方が入居され、子どもさんがおられたとして、親御さんが亡くなられた後、子どもさんが承継できるのかという問題がある。承継したい場合は条件があり、例えば、障がいを持った子どもさんであれば承継できるが、条件が満たされていない場合は承継できない。それでは、地域に人が育たないのではないかと危惧しているので、実態調査はぜひやっていただきたいと思う。

○Ｈ委員　意見がみんな違い、食い違いがあるのを実感するとともに、それをまたまとめて１つの施策をつくるのも難しそうだと感じるが、基本的に部落差別をなくすということについては皆さん共有されているところが一番重要な部分だと思う。三位一体の中でも一番重要なのは相談事業ではないか。相談事業によって、法律に言われている地域の実情みたいなところを把握できるという前提で三位一体を言われているような気がするが、今日のデータを見ても、人権相談の中で部落差別にかかわるような相談というのが５％前後である。そういう意味では、相談の内容というのは一つ一つものすごく貴重だが、結局、氷山の一角でしかない。氷山の地下ではつながっているのに、相談は個別にプップッと出ているから、そのつながりがよく見えてこない。そういう非常に局所的な問題についてどう対応するかということを考えることも大事だけど、そのもっと下のほうがなぜ見えないのかというところが大きな問題だと思う。この相談事業によって地域の実情とか部落差別の現状を知ろうとすることには限界がある。

　旧同和地区での意識調査なんかで、差別を受けたときに誰に相談しましたかという質問項目があって、その中で、人権相談の窓口に行くという人はものすごく少ない。誰に相談するかといったら、やはり親族とか、それから知人、友人あたりが多い。

　なぜ行政の窓口に部落差別を受けた人が相談に来ようとしないのか、それはものすごくたくさんの要因がある。でも、それこそが部落差別を考えるすごく大きなヒントだと思うが、これは部落差別にかかわらず、差別を受けた人が差別を受けたということを人に相談するということは声を上げるということだから、すごく難しいということ。差別を受けた人がみんな来てくれたら、その差別を全部対応して解消できるという発想は無理だと思う。

　財務省のセクハラ問題にしても、強制的な不妊手術の件についてもそうだが、強制的な不妊手術の場合は、声を上げるのに５０年とか６０年かかっている。セクハラも、やっと上司に相談するというのは何回も何回も被害を受けた後のことで、差別を受けたらすぐ相談することが、とても簡単なことではないというのが１つだと思う。

　では、なぜそれが簡単じゃないか、これも今回の事例を見るとよくわかって、二次被害みたいなものがあるとか、声を上げても、そんなの差別じゃないよと言われたり、あるいは声を上げたら今度は相手に「私は差別はしていない」と逆に裁判に持ち込まれたりとか、そういう状況でわざわざ声を上げるだろうか。それよりも、まず親戚に相談したり、友人、知人に相談したり、運動団体に相談したり、そういうところで差別を何とか解決しようとするほうが、やはりリアルな発想だと思う。だから、そこが三位一体の中の相談事業の限界と考えておいたほうがいい。
　それから、もう１つ大阪府に条例があるから実態調査ができないんだと言われたが、これはおかしくて、差別につながる調査を規制する法律とか条例は当然必要だけど、差別をなくすためにする行為をその条例によってできないと解釈するのは大間違いで、二次被害が起こるからといって、決してその調査を断念してはいけない。二次被害が起こらないような形の調査を徹底的に計画して立案して、やらないといけないと思う。

　さらに相談事業で難しいのは、自分がカミングアウトしないとだめという部分がある。先ほど紹介された事例では、息子には部落出身と言ってないが、就職のときに問題があるみたいだという話で、相談をするためには、私は部落民であるということをカミングアウトしないとだめ。それを知っている人ならいいけど、知らない人に向かってカミングアウトするのはすごく負担が大きい。

　それともうひとつの事例では、訴えた側の身内の人がどうも差別行為をやっているという話で、そういう相談自体が今度自分のほうに降りかかってくる話。部落問題について相談に行ったが、その相談自体が差別だったと、相談した人が今度問題にされる。これは特によく知らない人の場合は、紙一重だと思う。

　そういうことが全て絡まって、人権相談でどうも部落差別の問題は特に相談しにくいという問題があることはきちんと考えたほうがいいと思う。

　最後に、啓発について、やはり地域の実情に応じた施策がすごく大事だと思う。部落問題を話すときの難しさは、全く知らない人と、もう十分に知っている人と、知っていいて差別的な人と、その３種類が混ざっている場合、同じような言葉では説明できないという難しさがある。

　だから、啓発するときに、校区内に部落と呼ばれるところがある場合の啓発の仕方と、ない場合の啓発の仕方というのはやはり全然違うんじゃないかと思う。部落と呼ばれるところがある場合は、話し合いとかお互いに学び合いをするということ。部落外の人と部落の人とが率直に話し合って学び合って、それで教え合って聞き合うみたいな、そういう関係をつくるということしかないのではないかと思う。

　それから、部落と呼ばれるところがない場合は、どうしても一般的な啓発でいかざるをえないが、部落と呼ばれるところへのフィールドワークあるいは部落の人と直接会って話を聞くとか。特に学生に対しては、単に座学で何も知らない人に部落差別を教えることは、危険だというところがあり、実際に部落を歩いてみて、何だ、今まで自分が思っていた部落と全然違うじゃないかという衝撃と、行ったら、何だ普通のおじちゃん、おばちゃんじゃないか、普通のまちじゃないかという自分の中での部落差別問題についての大きな落差を経験することがないと、一般的な啓発では部落差別をなくするほうへ意識を向けさせることは限界がある。

○Ｂ委員　同和地区という文言について、先ほどＨ委員が旧という言葉を使われたが、この表現はいい表現ではないかと思う。今日の資料の中でも、同和地区の文言が２０数カ所出てくる。大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例は、同和地区という文言が出てくる。同和地区という文言が出てくるこの条例は、廃止すべきである。

　私が暮らすところは、道路ができて、地域の開発が進んでおり、新しいまちをつくっている。あいた土地に戸建て住宅、民間マンションが次々と建ち並んでいる。これは私が暮らすところだけでなく、他の地域でも同様に様変わりをしている。

　暮らしている人も、大阪府の調査では、出生から住み続けている人は大阪府内の対象地域、いわゆる旧の同和地区で８.６％、大阪府全体では８.８％。大阪市の調査では、出生時から対象地域に暮らしている人は７.３％だと。１０人に１人もその地域の中に暮らしていない。どんどん外から地域の中に入ってくる。地域の現状を見たときに、いつまで同和地区という表現を使い続けるのか、これこそ差別の解消を妨げる愚かな行為ではないかと思う。新しい法律の下で、ほんとうに部落差別を解消していくという施策を大阪府にはぜひ展開していただきたい。

○Ｄ委員　資料に同和問題と部落差別という文言が出てくる。何が同和問題で、何が部落差別問題なのか。

　旧同和地区じゃなくても、公営住宅が非常に多くて似通った環境であるところ、旧でいったら同和地区ではないところも部落ということで、貧困であるとか学力の問題から部落差別につながっていくと私は理解をしている。

　いわゆる同和地区も、部落差別、特定の地域の課題、特定の層の方がそこへ集中をして、それによって差別が生まれていると理解している。だから、同和問題ではなくて部落差別の問題だと認識をしている。そこの地域の課題が何かということをちゃんと把握した上で、大阪府、市町村も、人的、財政的に行政として何をしていかないといけないかということを考えて、取り組むべきだと思う。

　もう１点、資料１の主な審議内容に人権相談と人権啓発があるが、人権相談で、平成３０年度予算の説明があるが、予算の議論をする前にこの審議会を開いて意見を聞くのが筋じゃないかと思う。人権啓発については、大阪府のやる気次第かと思う。

○Ａ委員　府民の意識調査の中で出てくるが、部落出身者とか部落民というのは一体誰を指すのかといったときに、今現在、同和地区に住んでいる方々というのが群を抜いて一番多い。混住が進んで、いわゆる生まれ育ったところが被差別部落だという人が減ってきていることも事実。

　ある地域では、中国人の方が非常に増えてきて、ダイバーシティ的な要素になってきていることからいえば、先ほどの議論でいうダイバーシティとして、貧困という問題で一般施策を活用してさまざまな手法を講じて、その地域の課題を解決していったらいいと思う。

　同窓会のとき相談があるのが、子どもが結婚するけど、自分が被差別部落の出身だと言っていない、いつ子どもとその相手に打ち明けたらいいんだと。今、被差別部落の問題はその地域だけに課題があるんじゃなくて、出ていった人々の出自に関して、つまり暴かれる差別が現在も存在する。

　つまり、そこの出身であるということを隠し通せる社会は、ある面いい社会だが、子どもの結婚や就職の問題では、カミングアウトするかも含めて非常に悩む。そんな葛藤が、今の同和問題というか、地域問題としてあると思う。

　それともう１つ、最近の政治状況の中で、財務省の改ざんというのがあるが、改ざん前に書かれた文書の中に、土地の特殊性絡みだという文書が３カ所ぐらい出てくる。この土地の特殊性が、ネットの社会では、特殊だから被差別部落だと、被差別部落だから安い金額で政府は手放したんだという話が、まことしやかに拡散されている。特殊だと言われているだけで差別がひとり歩きしている。現在もなお差別があると捉えるべき問題ではないか。

　

○Ｃ委員　地区指定の論議は、１９６９年に法律ができたときに、積極的にこの地域から差別をなくしてほしいと手を挙げた地域を地区指定にして、効率よく進めてきた。そのとき手を挙げなかった大阪府下の地区もある。用語に関係なく、部落問題は存在し、同和地区があることを前提にしなければいけない。

　就職の問題、結婚の問題も、いろんな方たちのいろんな取組みの中で一歩一歩前進してきているが、市民間での差別事象の発生など、まだまだ多くの課題がある。小学校から中学校、高校、さらには大学へ、また市民啓発も含めて充実すること。そのためには、調査も大切。

　「平成２７年度人権問題に関する府民意識調査」の就職の項目の中の「問８　人権上問題と思う採用面接時の質問」のところで、回答の選択の中に部落問題の文言がなくて、あるのは本籍・出身地という言葉である。調査は、継続性と今日的な課題との部分を非常に大切にしないといけないと思う。そういう意味でミスリードしないようにお願いしたい。

○会長　この法律ができて、部落差別の解消ということが提起された新しい状況の中で、人権相談や人権啓発を従来までの方法で同じようなことをやっていたのではだめなのではないかということについて、さまざまご意見をいただいたと思う。

　過去の問題を踏まえ、総括しながら、新しい時代でどう生かしていくのかということが問われてきている。府のほうで意見をまとめて、さらに同和問題の解決に向けた施策がつくられていくことを期待する。

●事務局　本日、委員の皆様方からいただきました意見につきましては、今後の施策を進める上で参考にさせていただきたい。
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